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横 浜 市 教 育 委 員 会 

定例会会議録 

 

 

 

  １ 日  時  平成29年11月10日（金）午前10時00分 

 

  ２ 場  所  教育委員会会議室 

 

  ３ 出 席 者  岡田教育長 大場委員 間野委員 長島委員 宮内委員 中村委員 

 

  ４ 欠 席 者  なし 

 

  ５ 議事日程  別紙のとおり 

 

  ６ 議事次第  別紙のとおり 
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教 育 委 員 会 定 例 会 議 事 日 程 

 

平成 29年 11月 10日（金）午前 10時 00分 

 

１ 会議録の承認 

 

２ 一般報告・その他報告事項  

  いじめ重大事態に関する再発防止策の進捗状況について 

  平成 28年度「暴力行為」「いじめ」「長期欠席」の状況調査結果について 

  「よこはま子どもピースメッセンジャー」の国際連合等への派遣について 

  横浜市立学校「教職員の働き方改革フォーラム」の開催について 

 

３ 審議案件 

教委第 54号議案 「横浜教育ビジョン 2030（仮称）」素案（案）について 

教委第 55号議案 横浜市学校規模適正化等検討委員会委員の任命について 

 

４ その他 
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岡田教育長 

 

 

 

 

各委員 

 

岡田教育長 

 

 

 

 

 

小林教育次長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［開会時刻：午前10時00分］ 

 

 それでは、ただいまから、教育委員会定例会を開会いたします。 

 初めに、会議録の承認を行います。10月６日の会議録の署名者は大場委員と中

村委員です。会議録につきましては、既にお手元に送付してございますが、字句

の訂正を除き、承認してよろしいでしょうか。 

 

＜了 承＞ 

 

 それでは、承認いたします。字句の訂正がございましたら、後ほど事務局まで

お伝えください。 

 なお、10月26日の教育委員会臨時会の会議録につきましては、準備中のため、

次回以降に承認することといたします。 

 次に、議事日程に従い、教育次長から一般報告を行います。 

 

【一般報告】 

 

１ 市会関係 

  ○10／25～10／27 こども青少年・教育委員会（視察） 

  ○11／８ こども青少年・教育委員会（視察） 

 

 教育次長の小林です。それでは、報告いたします。 

 まず、市会関係ですが、10月25日から27日まで、こども青少年・教育委員会の

視察が行われ、山岸総務課長が同行いたしました。 

 今回の視察は、沖縄県を訪問し、子供の貧困対策について、説明を受けまし

た。 

 次に、子どもの居場所学生ボランティアセンターを訪問し、その取組につい

て、説明を受けました。 

 続いて、浦添市立森の子児童センターを訪問し、子供の居場所づくり等の取組

について、説明を受けております。 

 最後に、株式会社シーエー・アドバンスを訪問し、産学連携プログラミング出

張授業について、説明を受けました。 

 また、11月８日にも、こども青少年・教育委員会の視察が行われ、本市と友

好・交流協定を結んでおります群馬県昭和村を訪問し、昭和村と本市の交流の状

況や昭和村の教育委員会の概要について、説明を受けました。 

 その後、横浜市少年自然の家赤城林間学園を訪問し、学園の施設の概要や活動

内容について説明を受け、施設内を視察いたしました。 

 なお、本視察には、直井指導部長と私が同行しております。 

 

２ 市教委関係 

 （１）主な会議等 

  ○10／27 スクールミーティング 

  ○10／28 市場中学校創立70周年記念式典 

  ○10／29 港南中学校創立70周年記念式典 

  ○11／１ 全国中学校体育大会優勝選手 柏崎副市長に大会の報告 

  ○11／４ 栗田谷中学校創立70周年記念式典 
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岡田教育長 

 

 

 

 

中村委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）報告事項 

  ○いじめ重大事態に関する再発防止策の進捗状況について 

  ○平成28年度「暴力行為」「いじめ」「長期欠席」の状況調査結果について 

  ○「よこはま子どもピースメッセンジャー」の国際連合等への派遣について 

  ○横浜市立学校「教職員の働き方改革フォーラム」の開催について 

 

 次に、教育委員会関係の主な会議等ですが、10月27日に、教育委員が学校現場

を訪問するスクールミーティングを実施いたしました。今回は、岡田教育長、大

場委員、長島委員、中村委員が青葉区の山内小学校を訪問し「小学校教科分担制

導入による学校経営」というテーマで、授業の視察や意見交換を行いました。 

 続いて、10月28日に市場中学校の創立70周年記念式典が、翌10月29日に港南中

学校の創立70周年記念式典が執り行われ、岡田教育長が出席し、挨拶を行ってお

ります。 

 また、11月１日には、全国中学校体育大会において全国優勝という快挙を成し

遂げた選手が柏崎副市長に大会の報告のため来庁し、岡田教育長が出席いたしま

した。 

 当日は、水泳女子100メートル背泳ぎと200メートルバタフライで優勝した鶴ケ

峰中学校３年の泉原凪沙さんと、陸上男子共通四種競技で優勝した茅ケ崎中学校

３年の米山大晟さんが優勝の報告を行っています。 

 なお、米山さんは400メートルリレーでも６位に入賞しております。 

 続いて、11月４日に栗田谷中学校の創立70周年記念式典が執り行われ、岡田教

育長が出席し、挨拶を行っております。 

 次に、報告事項として、この後、所管課から４点、報告させていただきます。 

 まず、１点目ですが、「いじめ重大事態に関する再発防止策の進捗状況につい

て」。 

 次に、２点目ですが、「平成28年度『暴力行為』『いじめ』『長期欠席』の状

況調査結果について」。 

 続いて、３点目ですが、「『よこはま子どもピースメッセンジャー』の国際連

合等への派遣について」。 

 最後に、４点目ですが、「横浜市立学校『教職員の働き方改革フォーラム』の

開催状況について」、報告させていただきます。 

 私からの報告は以上です。 

 

 報告が終了いたしました。御質問や御意見がございましたらお願いいたしま

す。 

 スクールミーティングの御感想はいかがでしょうか。何かございましたらお願

いいたします。中村委員。 

 

 山内小学校にお邪魔いたしました。子供たちも先生方も元気な姿を拝見して、

とてもいい授業を見せていただきました。教科分担制導入ということで、教員の

働き方改革にも関わってくることなのですが、委員会としてできることのほか

に、また校長先生のリーダーシップの下にできることというようなことがいろい

ろと問われていますけれども、教科分担制をかなり長く導入していらっしゃると

いうことで、学校の中では定着しているということでした。 

 それで、一口に教科担任制といっても、小学校の中ではなかなかそういう体制

が整っていないので、難しい部分もあるのですが、皆さんの中でそれぞれの得意

分野を生かしたり、それからいつも同じ人が同じ教科ばかりで、その教科を経験
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しないでほかの学校に異動するということがないような工夫もされているという

ことを伺いました。 

 それから、１つ印象に残ったのが、どうしてもこういうプログラムを組むとい

うことになると、教務主任ですとか、主幹教諭ですとか、そういう方が中心にな

って体制を整えていくということになりがちなのですが、山内小学校では若い先

生たちがうまく時間を配分したり、組み合わせを決めたりしていて、非常にそう

いう意味では、人材育成の面でも自分が関わってこれを作成しているということ

で、いい取組をされているなと関心いたしました。非常に煩雑で、頭の中が混乱

するぐらい組み合わせるのは大変なことなのですが、若いうちにそれを経験する

ことで、自分のクラスや自分の学年だけではなく、学校全体を見渡して考えると

いう姿勢が培われているなと感じました。 

 以上です。 

 

 ほかにはいかがでしょうか。どうぞ。 

 

 私もスクールミーティングで、とてもいい感じを受けました。今、中村委員が

おっしゃったように、若い先生がそういう組み立てをすることで、自分自身の授

業力にもつながるのではないかと感じました。１人で１つのクラスを見る指導を

守っていくということではなく、自分が学校全体の中の１人であるということに

気付くチャンスにもなると思います。学校という閉鎖された中で、全体を見る力

を養うには、とてもいいことだと思いました。 

 また、山内小学校の掲示物の方法などもとてもすばらしくて、みんなが見られ

るようなスタイルはどこももちろん取っているのですが、今回特にそれを強く感

じました。そういうところで全体的に学校はみんなの学校というイメージが強い

のではないかと思いました。感想です。 

 

 ありがとうございます。 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 ほかに御質問・御意見がなければ、次に報告に移らせていただきます。いじめ

重大事態に関する再発防止策の進捗状況について、所管課から報告いたします。 

 

 人権教育・児童生徒課の半澤でございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、お手元のＡ３判の資料をお開きいただければと思います。 

 いじめ重大事態に関する再発防止策の進捗状況について。３月31日に公表しま

した「いじめ重大事態に関する再発防止検討委員会報告書」に掲げられている８

項目34の取組につきましては、学校・教育委員会で進めております。 

 本日は「学校の取組」、「教育委員会事務局の取組」、「再発防止にかかる方

針や仕組みづくりへの取組」の３つに分け、上半期の進捗状況を報告します。 

 まず初めに「学校の取組」ですが、学校では法の趣旨に基づき、いじめを見落

とすことのないよう、いじめられた児童生徒の立場に立ち、いじめを広く捉える

取組を進めたことで、平成29年４月から９月までのいじめの認知件数は、2122件

と昨年度に比べ約２倍の増加となっております。 

 主な取組として、３つ報告いたします。①児童生徒理解・法の定義理解のため

の教職員研修の実施については、まずこの資料の表題の下に、「再発防止策：１

－③、１－⑤から８－①」と数字が書いてありますが、これはＡ４判で付けてお

ります２枚目の資料で、先ほど８項目34の取組と申し上げましたけれども、この

数字と２枚目の表が対応いたします。このような形でこれから御説明さしあげる
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のは、８項目34の取組がどこに該当するかということについても示しております

ので、御確認いただければと思います。 

 では、説明に戻ります。学校での組織対応の中心となる校長や専任教諭へ児童

生徒理解研修やいじめの定義理解の研修を実施しました。各学校では、これらを

受け、校内研修を行っています。 

 ７月には福島県へ教職員77名を派遣し、放射線や被災地の理解のための研修を

実施しました。派遣された教職員は学校に戻って、道徳の授業や学級活動、人権

研修等を行っています。 

 また、９月には全校の人権推進担当者に対して、７月にお世話になった福島県

の校長先生をお招きして、「被災地の現況」という講演を含め、研修を行いまし

た。 

 ②「学校いじめ防止対策委員会」による組織対応の徹底についてですが、複数

の教職員によって構成する「学校いじめ防止対策委員会」を全校に常設し、毎月

１回以上開催し、委員会の役割であるいじめの認知、対応方針の決定、進捗管理

を組織的に行うことを徹底し、取り組んでいます。 

 横浜市いじめ防止基本方針の改定を受け、各学校の「学校いじめ防止基本方

針」の見直しを、この委員会を中心に行っています。 

 ③児童生徒が自ら話し合う「横浜子ども会議」の実施についてですが、平成29

年度は「もう一度、いじめの問題に向き合い、自ら解決しようとする子ども社会

をつくろう」をテーマに、小中学校、義務教育学校、特別支援学校、高等学校の

代表が、８月末に、区ごとに一堂に会し、話し合いを行いました。子供たちは、

会議での話合いの内容を学校に持ち帰り、各学校での主体的な取組を進めていま

す。 

 裏面を御覧ください。 

 ２つ目の「教育委員会事務局の取組」ですが、平成29年度から「緊急対応チー

ム」を設置し、学校教育事務所と連携し、スクールソーシャルワーカーや心理や

弁護士等の外部専門家を活用するなど、いじめの早期解決を図っています。 

 また、学校がスクールソーシャルワーカーを積極的に活用することで、区役所

等と連携したチームアプローチが進み、児童生徒への適切な支援につながってい

ます。 

 主な取組を４つ報告します。 

 ①学校教育事務所による保護者や学校への積極的支援についてですが、学校や

保護者からの相談に対し、学校訪問や課題解決支援チームの派遣、保護者との面

談等を行い、早期解決を図っています。下の表に対応した件数等を載せておりま

す。 

 ②学校では解決困難な事案に対する「緊急対応チーム」による支援についてで

すが、緊急対応チームでは、９月末までに70件のカンファレンスを実施し、学校

教育事務所と連携して学校訪問や専門家を活用した支援により、いじめの事態の

深刻化を防ぎ、早期解決を図っています。 

 ③スクールソーシャルワーカーを活用したチームアプローチの実施についてで

すが、平成29年度から、教育委員会事務局にスーパーバイザー１人と、学校教育

事務所を兼務するチーフスクールソーシャルワーカー４名を配置し、スクールソ

ーシャルワーカー18名に対して、業務を通じた実践的な人材育成を行っていま

す。 

 さらに、複雑多様化する課題に対応するために、勤務体制の見直しや人材確保

のための正規化が必要となっています。活用状況は下の表にあるとおりですが、

昨年度と比べて多くなっており、関係機関との連携では区役所との連携が一番多
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くなっています。 

 ④スクールソーシャルワーカーによる「学校生活あんしんダイヤル」窓口の設

置についてですが、相談件数は９月末までで87件となっており、うち54件が傾

聴・情報提供のみで対応が終了となっています。対応が必要なケースについて

は、学校教育事務所のスクールソーシャルワーカーが継続し、学校への支援を行

い、解決を図っています。それぞれの取組については、解決例や支援例を載せて

おります。 

 大きな３つ目、「再発防止にかかる方針や仕組みづくりへの取組」についてで

す。 

 ①「横浜市いじめ防止基本方針」については、10月に改定を行い、様々な機会

を通じ、改定内容を周知徹底していきます。 

 ②調査体制の充実と「公表ガイドライン」の策定についてですが、「いじめ問

題専門委員会」に部会が設置できるよう条例を一部改正しました。公表の在り方

について専門委員会に諮問し、年内の策定に向け、検討を行っています。 

 ③情報共有や引き継ぎのための仕組みづくりについてですが、学校での記録様

式の統一と教育委員会事務局での相談記録の情報一元化に向けたシステム導入を

進めています。記録の在り方については、成長途上にある子供の個人情報とし

て、慎重に対応していく必要があります。 

 報告は以上になります。よろしくお願いいたします。 

 

 所管課のほうからの報告が終了いたしました。御質問・御意見がございました

らお願いいたします。 

 

 再発防止策については、いろいろな経過の中で真剣にこの４月から取り組んで

いこうということで、半年経過したので御報告いただきました。現場で組織的な

対応をしてもらうということが一番大事であると同時に、やはり現場に負担感が

かかってしまってもいけないということで、若干懸念されていたと言うと語弊が

ありますけれども、今「学校の取組」の②の学校いじめ防止対策委員会を全校に

常設して、毎月１回以上という御報告をいただきましたが、ここについて学校の

中にいろいろな委員会があって、また新たにいじめの対策委員会ということにつ

いて、少し議論もあったように記憶しています。これについては特に全校で大き

な問題もなく設置が終わり、また順調に進捗しているのでしょうか。また、あま

り形式に走ってもいけないだろうとは思いますので、その辺の状況だけ確認した

いと思います。 

 

 10月末現在で全ての小中学校、高等学校、特別支援学校にいじめ防止対策委員

会が設置されているという状況が確認されております。それぞれの学校でいじめ

について組織的に認知して、その対応策を検討するという意味で、うまく機能し

ている状況がこちらのほうには報告が上がっております。 

 

 どうぞ。 

 

 今の報告、ありがとうございます。教育委員会事務局であるとか、各学校教育

事務所において、本当にしっかりと連携して、このような取組であったり、実践

であったりをきちんと整理して、かつ臨機応変に遂行しているなと感じていま

す。 

 その中で確認です。この報告の中にも裏面のスクールソーシャルワーカーの活
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用で高等学校が挙げられたり、全ての校種に確認を取っていじめ防止対策委員会

が開催されているとあったのですけれども、事務所は小中ですが、例えば市立高

校11校の場合はそれが高校教育課になりますよね。その辺の連携もやはりきちん

とできて、いじめの把握ということもできているのかを確認したいと思います。 

 

 そのとおりでございます。 

 

 

 

 

 では、そういうことできちんと部署の漏れもないということでいいですか。あ

りがとうございます。 

 

 どうぞ。 

 

 １の「学校の取組」の認知件数の表で、平成28年度の同期間と比べて認知が倍

増しているということなのですが、これは再発防止策の効果とお考えでしょう

か。実は平成27年度から28年度も認知件数は倍増しています。割合だけで言うと

変わっていません。そんな簡単に再発防止策の効果が出るわけではないのです

が、再発防止策に半年取り組んだ効果はどのようなものだと思っていますか。 

 

 おっしゃるとおりで、平成27年度から28年度にかけても倍増しているのです

が、平成28年度については、特にいじめの問題が起きて、12月に各校で研修を行

った以降、認知件数が増え出したということが統計的に確認できております。 

 そして、今年度につきましても、さらに研修をいろいろな機会で進める中で、

さらに昨年度の後半を上回るペースで認知件数が増えていっているということ

で、明らかに再発防止策について学校が取組を進めた効果が認知件数に表れてい

ると感じています。 

 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 

 裏面の「教育委員会事務局の取組」の①に「カンファレンスでの検討」とあり

ますが、このカンファレンスの具体的なイメージを教えてください。どういう人

がメンバーで、どういうテーマでどうやって話をするかということです。 

 

 このカンファレンスを行うのは、各学校教育事務所ということになりますの

で、それぞれの事案に応じて区の担当の指導主事、そして学校教育事務所のスク

ールソーシャルワーカー、学校支援員、そういった指導主事以外の知識・専門性

を持った職員といった全体の中で、一つ一つの事案について事実確認、見通し、

解決方法などを議論していくということになります。その場には指導主事室長、

あるいは所長という責任職が入る場合もございます。 

 

 そういうカンファレンスの手法が各学校現場にも伝わるようにしていただきた

いと思います。というのは、各学校でいじめ防止対策委員会を作りましても、何

をどうやって話したらいいか分からない人はいっぱいいると思います。今おっし

ゃったような仕組みで議論して、何をターゲットとするかというのは、これも一

種の技術だと思いますので、ぜひお願いいたします。 
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 それから、２つ目の質問は情報公開、３のところですが、ここに書いてあるよ

うに、成長途上にある子供の個人情報ですので、情報を何でもかんでも公開すれ

ばいいという昨今の風潮は非常に形式主義的で危険だと思います。あくまでも子

供の指導を中心にするということです。また、加害者も被害者も守らなくてはい

けないのですが、そこであまり公開原則に拘泥されないようにお願いいたしま

す。 

 

 この点につきましては、やはり慎重に進めるという意味で、学校現場の専任の

代表、校長の代表、そういった方々にも議論に加わっていただきながら、検討を

進めております。 

 

 

 強調したいのは、隠蔽をしようと、臭いものには蓋をしようとする体質が問題

ないのです。報告する云々ということが目的ではないということを徹底してくだ

さい。 

 

 私は先ほどお答えした内容が３の③を前提にお答えしてしまいました。申し訳

ございません。今、宮内委員が言われたことを踏まえつつ、情報公開のガイドラ

インの策定を進めていくということになるかと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

 

 ほかにはいかがでしょうか。どうぞ。 

 

 毎年いじめの認知件数が倍増しているというお話がありましたが、やはりいじ

めを広く捉えるということで、これぐらいと安易に考えないという意味で、当事

者の子供の気持ちに立って認知していこうということが周知してきたのではない

かと思います。 

 それで、学校現場で抱え込まないとか、今隠蔽のお話もございましたが、もっ

と専門家の力を借りてというところで１点気になったのは、２の③のスクールソ

ーシャルワーカーのところで、「勤務体制の見直しや人材確保のための正規化が

必要となっています」と書いてあるのですけれども、今後どのような見通しでど

のような方向性に行くということなのでしょうか。 

 

 スクールソーシャルワーカーの今後の体制、勤務形態・体制については、今関

係局でプロジェクトを組んでおりまして、最終的にはその中で予算や人員に反映

できるよう、そういうスケジュールで検討しております。具体的な細かいことは

なかなか申し上げられる段階にはないのですが、方向性としてはここに書いてあ

るように、やはり先生方と一緒に事案に対応しなければいけないので、正規の配

置が必要なのではないかというようなことで、議論させていただいています。 

 

 結構喫緊の課題だと思います。やはり体制は作ったけれども人がいないという

ことでは実効性がないので、ぜひ早急に対応していただきたいと思います。お願

いします。 

 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 それでは、今中間報告ということで進捗状況を説明させていただきました。こ

の件につきましては、総合教育会議でも報告させていただきたいと考えていま
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す。 

 では、次の報告に移りたいと思います。平成28年度「暴力行為」「いじめ」

「長期欠席」の状況調査結果について、所管課から報告いたします。 

 

 引き続きまして、人権教育・児童生徒課の半澤です。よろしくお願いいたしま

す。 

 資料が長大ですから、要所要所を説明したいと思いますので、御了解いただけ

ればと思います。 

 １枚目の資料ですが、１の暴力行為の平成28年度は4337件、対前年度で431件の

増となっております。内訳ですが、小学校では前年度に比べて781件増加しており

ます。対しまして中学校のほうでは、前年度に比べて350件の減少となっておりま

す。 

 ２つ目のいじめについてですが、3776件の認知がございました。対前年度1924

件の増です。こちらにつきましては、小学校が1642件の増、中学校が282件の増と

いうことで、小中学校ともに増加しております。 

 ３番目、長期欠席は不登校を含むものです。5352人で、対前年度268人の増とな

っております。後ほどもう少し詳しく説明いたしますが、長期欠席の中の不登校

は増加、不登校以外の長期欠席は減少ということになっております。 

 資料をおめくりください。１ページですが、こちらについては暴力行為の発生

状況について説明しております。暴力行為というのは（１）から（４）に示され

ている４つの形態がございます。対教師暴力、生徒間暴力、対人暴力、器物損壊

の４つになります。３番目の対人暴力は分かりにくいのですが、例えば学校に来

校している地域の方であるとか、ＰＴＡの方に対して暴力を振るってしまうとい

うような、普段人間関係がないような方に暴力を振るってしまうというようなケ

ースを対人暴力と言っております。 

 下のグラフの左上は小学校の暴力行為の経年変化を表したものになりますが、

４つの形態は全て年を追うごとに増加傾向があり、特に生徒間暴力の増加が著し

いというような読み取りができるかと思います。 

 右上の中学校の４形態の分類ですが、こちらにつきましては小学校と対照的

に、年度を追うごとに減少しているという傾向が見てとれます。 

 ２ページをお開きください。今の説明とも若干重複するところがありますが、

説明したいと思います。黒い四角のところを中心に説明いたします。 

 小学校での暴力行為の発生件数は、前年度比37.5％増です。その中でも10件以

上の暴力行為が起きている学校が年々増加しています。その表は過去５年間の暴

力行為の発生件数について示しているものです。１つの学校で10件発生している

というものが平成28年度は107校であったということで、平成24年度から比べて増

加している傾向が見てとれると思います。 

 特定の児童が暴力行為を繰り返す傾向があります。下の表は１人が５件以上の

暴力行為を起こした人数ということで、小学校では、平成28年度は66人の子供が

５件以上の暴力行為を起こしています。そして、この66人によって、667件の暴力

行為があったということになります。暴力行為といいますのは、先ほど申しまし

たように、子供同士の生徒間暴力、あるいは対教師暴力、器物損壊、対人暴力の

全てを含んだ件数ということになっております。 

 中学校での暴力行為の発生件数は、前年度比で19.2％の減となっております。 

 今後ということで、下の枠に書きましたが、複数の教員によるチームでの指導

体制を確立することが今後とも必要であるということ、あるいは関係機関との連

携の強化も引き続き必要であるということ、そして、やはり暴力行為につきまし
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ては、個に応じた適切な対応ということとともに、毅然とした対応ということも

求められるのではないかと考えております。 

 続きまして、３ページのいじめの認知概要についての説明をいたします。資料

の一番下、「（４）いじめの態様」ということで、どんないじめがあったかとい

う表になっております。一番上の「冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、いや

なことを言われる」といったものが今年度については66.4％でした。昨年度が

68.3％ですので、やはりこういったいじめがいじめ全体の相当数を占めるという

傾向は変わっていないということが読み取れると思います。 

 次のページ、４ページになりますが、今お話ししたことと同じことですが、い

じめの態様は、「冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる」

が全体の66.4％を占めているという結果になっております。 

 「（５）いじめの発見のきっかけ」です。表が細かくて恐縮なのですが、表の

「本人からの訴え」というところを見ていただきますと、これが25.1％、そして

「児童生徒の保護者等からの訴え」が36.5％ということで、こういったところが

訴え先としては多いということになっております。 

 今後の対応についてですが、今後、一層実態把握を組織的に行っていくという

ことがやはりいじめの早期解決、早期対応ということには必要だと考えておりま

す。 

 また、いじめというのは本来でしたら起こりにくいという状況が一番いいわけ

で、そういった意味ではいじめが起こりにくい風土の醸成を最優先にしつつ、早

期発見・早期対応につなげていくということが大切だと感じております。 

 続きまして、５ページ、長期欠席の説明をいたします。こちらにつきまして

は、まず最初の表は、先ほど長期欠席で不登校というお話をいたしましたが、年

間30日以上の欠席がある児童生徒を長期欠席と言っております。その中で、不登

校と言われる児童生徒、そのほかに病気で行けないとか、経済的な理由によるも

のとか、そして「その他」というのは病気と経済的理由が合わさっているとか、

病気と不登校が合わさっているという理由が２つ以上あったり、理由を特定でき

ない児童生徒を「その他」という分類にしております。 

 今年度は全体で5352名ということで、昨年度よりも全体で268名、長期欠席が増

えるというような状況になっております。 

 ６ページを御覧ください。その長期欠席の中でも、30日から89日欠席した児童

生徒数が不登校全体の42.7％です。この意味は、週１度、あるいは週２度欠席し

たということを１年続けると、大体30から89日欠席ということになるわけです。

そういう意味では、30から89日というのは、ほとんど学校に来られなかったとい

うお子さんというよりも、週１～２度休むというお子さんの割合が全体の42.7％

ということになります。 

 「（２）不登校の要因と考えられる状況」です。この表も少し見づらいのです

が、分類と書いてあります。「学校における人間関係に問題を抱えている」から

「その他」までの５つの分類に対して、これは不登校児童生徒に対してどれに当

てはまるかということで提示してもらっておりますが、「無気力」が25.7％、

「不安の傾向がある」が35.6％ということになっております。 

 さらにその５つの分類とは別に、区分といたしまして、「学校に係る状況」を

①から⑧、そして「家庭に係る状況」、「左記に該当なし」、こちらにつきまし

ては複数回答可ということで示しております。割合的に高いのは「②いじめを除

く友人関係をめぐる問題」、「④学業の不振」、こういったものが不登校の要因

となっているということが見てとれるかと思います。 

 続きまして、７ページです。この表は、文部科学省が実施した調査ではなく、
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横浜市が独自に実施した調査結果で、不登校を含む長期欠席のお子さんたちに学

校がどのような支援を行っているかということについて、独自に調査したものに

なります。家庭訪問の頻度では、毎日、週１回以上、月数回に分けて学校から報

告を求めましたが、週１回以上という割合が全体の半数近くということになって

おります。 

 訪問者につきましては、担任が非常に高い割合になっておりますが、小学校で

は専任教諭、中学校では学年主任の割合が高くなっております。これは小学校と

中学校の職員構成の違いによるもので、小学校のほうは学級担任以外に、いわゆ

る中学校でいうフリーの教員というものが学年に配置されておりませんので、学

年主任であり、学級担任であるという２つの役割を兼ねている職員が多いという

ことで、必然的に専任が家庭訪問に行く割合が増えます。対して中学校は、学級

担任を持っていない学年主任という職種の教員がおりますので、その学年主任が

家庭訪問をする割合も増えていると、そういった読み取りができるかと思いま

す。 

 そして、家庭訪問をした段階でどういったことをしているかということについ

ては、本人との面談は当然割合としては多いのですが、学習支援、保護者との面

談、子供の趣味に合わせて地区センターに行って軽スポーツをしたり、様々な活

動をしているというような報告も上がってきております。 

 こういった取組なども含めて、横浜市では学校に来られない子供たちに対して

きめ細かく指導しているというような実態が把握できました。 

 今後の取組としましては、表にも書きましたが、別室登校など様々やっている

わけですけれども、それぞれ一人ひとりの個に応じた支援ということをさらに進

めていく必要があると思っております。 

 また、不登校につきましては、あるいは不登校に関わっていない子供全て対象

になりますが、学校というのが居場所となり、そして様々な教員、子供たちどう

しのきずなという意味での関係作りが大切になると思っております。 

 以上、ざっぱくですけれども、「暴力行為」「いじめ」「長期欠席」について

の報告をいたします。よろしくお願いいたします。 

 

 平成28年度の状況調査結果について、説明させていただきました。御質問・御

意見がございましたらお願いいたします。 

 

 質問です。表紙の「暴力行為」「いじめ」「長期欠席」のそれぞれの件数なの

ですが、児童生徒数の割合からして、絶対値として全国と比べて多いのか少ない

のか、あるいは政令市と比べて多いのか少ないのか、発生件数の割合というのは

どうなのでしょうか。もし統計をお持ちであればお願いします。 

 

 細かい数値は今すぐ出てこないのですが、暴力行為については全国的に見ても

多いという傾向があります。 

 

 

 

 全国より横浜市の数字のほうが率が高いのですか。 
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 発生率は、横浜は多いほうではないかと思います。 

 

 

 

 

 文部科学省の全国発表は終わっていますよね。それは幾つですか。 

 

 時間もあるので、調べておいてもらって、全国に比べて高いのか、低いのかと

いう絶対値としてどうなのか、後で教えてください。以上です。 

 

 調べておいてくださいね。 

 

 今のことと関連しますが、暴力行為をする人の低年齢化は社会現象だと思いま

す。一方、中学校ではこの数字だけを見ると、減っていますので、指導が必要な

年齢の低年齢化があるとするならば、小学校で生徒指導なり、相談に乗るような

体制を作ることが大事なのではないかと思います。特定の児童が暴力行為を繰り

返すということになると、最終的には刑事的な問題にもなり、施設での指導とい

うことになりますが、それは最終的手段であり、そこまではできる限りのことを

するのが教育者の使命だろうと考えております。 

 しかるに、小学校でそういうことに慣れている人が少ないのではないか。例え

ば小学校は女性の先生が７割ぐらいでしょうか。でしたら、小中連携ということ

で中学校の指導のベテランの人に来てもらう。人が足りないならば、他の機関す

なわち警察が、常時パトロールのような形で、もしくは保護観察というか、誰か

が遠くで見ているというような体制によって予防できるのではないかと思いま

す。 

 では、人をどうやって手当てするのかというと、例えば警察のＯＢの方、教師

の指導のベテランで65歳を過ぎている人とか、引退後、社会貢献したい人は世の

中にたくさんいます。そういう人たちを起用するということです。それもボラン

ティアで起用すると無責任になりえるので、例えば非常勤職員としての地位をは

っきりさせて、責任と報酬を明確にするような形で、人の体制をきちんと作らな

いと、良くないのではないかと思います。ぜひ体制作りについて検討してくださ

い。 

 

 警察関係につきましては、スクールサポーター制度というものがございまし

て、少年問題に関わってきた、少年の健全育成、非行防止に長年取り組んできて

退職なさった方が各警察署にお一人ずつ配置されておりまして、小学校を中心に

巡回しながら教職員の相談に乗っています。あくまでも子供たちの健全な育ちを

サポートするという目的でそういった活動も行われており、連携は進んでいま

す。 

 

 そういう人は、例えば１人が幾つの小学校を担当しているのか。また、どのく

らいの頻度ですか。 

 

 各警察署にお一人いらっしゃいます。大体ですが区にお一人ということで、巡

回訪問と、それから毎月行われている区の専任会などにもお顔を出していただく

というような状況もございます。 
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 それで足りていると思われますか。これを充足するとか、倍増するとか、３倍

にするとか、具体的に何をやったらどういう効果が出るのか、行き届いた指導と

いうことを成就するためには、何か対応策が必要なのではないですか。今これだ

け増えているということが問題だから申し上げているのであって、今やっている

からいいと言われると困ります。 

 

 県の人員配置ということで、市との連携という形で進めている事業でございま

して、人員増については我々が物を言える立場にないのが正直なところです。し

かし、このスクールサポーター制度が導入されてから明らかにいい意味での健全

育成を前提とした警察との連携というのは進んできたと実感しております。 

 

 宮内委員の御提案は、それでも件数が増えてきて、暴力行為が低年齢化してい

るから、今までのやり方でそのまま続けていても、低年齢化の小学校での暴力行

為がなくならない、あるいは大きな暴力に発展しないような仕掛けをもう少し丁

寧に体制として考えていかなければいけないのではないかという御提案だと考え

ておりますので、今ある制度の活用はもちろんですが、組み合わせや小中の連

携、あるいは低年齢化への対応というのはどういうことができるか、きちんと考

えていきたいと思います。 

 

 ぜひお願いいたします。 

 

 先ほどの全国調査は出ましたか。 

 

 もう少しです。 

 

 分かりました。 

 

 今教育長からお話があった後で再度蒸し返して申し訳ないのですが、２ページ

に小学校の暴力行為が増えたということで、本当に残念というか、悲しいです。

当人にもいろいろ課題があるでしょうし、周りに及ぼす影響等々を思うと、非常

に胸が痛みます。 

 ２ページの下に「複数の教員によるチームでの指導体制を確立することが必要

です」と書いてあるのですが、まさに今宮内委員が言われましたように、先ほど

の説明にもありましたけれども、本当に小学校は人がいません。 

 ですから、暴力行為と一口に言っても様々な原因があるので、一概にこれがこ

れでとは言えないところはあるのですが、例えばいざ暴力行為が起きましたとい

うときに、担任以外に誰が行くかというと、校長、副校長、あるいは技術員さん

の手まで借りて対応するとか、あるいはそういう暴力行為等で非常に興奮してい

る児童ですとか、対象になった児童ですとか、そういう子たちをクールダウンし

たいと思っても、学校によっては校長室以外に場所もないというような現実もあ

ります。 

 先ほどお話があったように、もちろん現場の教員も努力するのですが、やはり

それを支えるように体制を作っていただかないと、教員も疲弊していくと思って

います。児童指導専任が非常にいい役割をしているということもあるのですが、

ひとたび何かあれば、例えば突発的に担任の先生がけがをして、急に非常勤が間

に合わないというようなことになれば、結局児童指導専任の先生がその学級に入

らざるを得ないということで、本来負う業務も担当できなくなるということもあ
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りますので、ぜひこれは「必要です」で終わらずに、どうしたら確立できるのか

という具体的なことを考えて、取り組んでいくべきだと思います。 

 

 ありがとうございます。 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 

 ２つあります。今２ページで特定の児童１人が５件以上起こした人数と件数が

増えているのですが、学校の中で残念ながらそうやって５件以上起こす子供とい

うのは、いろいろなケースがあると思いますけれども、行き帰りの登下校のとき

であったり、地域とのいろいろな交わりのときであったり、あるいは当然家庭の

中でもやはり同じ、それに類する状況があるのではないかと思います。あるい

は、保護者の方がどういうスタンスでおられるのか、差し支えない範囲でそこは

確認しておきたいということが１つです。 

 それから、もう一つは一番最後の７ページで、一番大事なことだろうと思うの

ですが、不登校の生徒に対する学校の取組で、横浜市独自でこれを調査している

わけですけれども、たしか昨年から調査していると聞きました。いろいろ訪問者

であるとか、訪問の頻度等を記載いただいているのですが、もし昨年と比べて何

か、平成28年度の大きな変化というものがあるのかどうか、データがあればそこ

だけ紹介いただければと思います。 

 

 １点目の暴力を繰り返すお子さんの家庭を含めた状況は、やはりそのようなお

子さんについては、ある意味お子さん自身の悲鳴といいますか、そうならざるを

得ないという本当に複雑な重い状況を背負っているお子さん、そして御家庭の努

力もありつつも、なかなかそういった状況が改善していかないという状況もあろ

うかと思います。 

 一方では、そういった学校での状況が見られたときに、そのお子さんにとって

の早く適切な支援が施されれば、暴力行為が減少します。御家庭も大変協力的に

学校とともに子供を支えていただけるという状況もありまして、やはり早い段階

でお子様の困り感を適切に見つけ出し、そこに対して適切な支援をしていくとい

うことが保護者とともに支援をしていけるということにつながっていくと思って

おります。 

 ２つ目にお尋ねの点ですが、昨年度との比較は、今は持ち合わせておりませ

ん。申し訳ございません。 

 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 

 大場委員に対するお答えは、私は不満足です。現場の皆さんはいろいろなこと

を考えて、現場で一生懸命やっていらっしゃいます。しかし、問題は深刻化する

傾向にあるというのが今日の報告です。「これは社会現象である。したがって、

しようがない」という見方もあるのですが、私たちは少しでも変えなければいけ

ません。そのためには何ができるかということが施策に結び付きます。 

 そこで、人が足りないなら人を増やそうとするとお金がかかり、行政の制限が

あるけれども、お金がない中で何か工夫していこうという話を僕らはしているの

です。皆さん一生懸命やられている、家庭との対応をしている、家庭でも指導し

ている。そうなのですが、それはきちんとできていないからこうなっているので

す。家庭に問題があるかもしれませんし、指導もそれ以上できないとおっしゃっ

ている人も多いのではないかと思います。でも、何とか支えていかなくてはいけ
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ないということを僕は言っているのであって、中村さんも同じだと思います。 

 ですから、そういった一生懸命やっているのだからいいだろうというような答

弁はやめてもらいたいです。 

 

 １点いいでしょうか。本当に先ほどもお話ししたように、いろいろな原因とい

うか、暴力行為が起きる要因というのはあるので一概には言えないのですが、１

つの例として、例えば暴力行為があったときになかなか関心の薄い家庭もあるの

ですけれども、実は保護者の方もとても苦しんでいらっしゃる例があります。家

族からも責められたり、周りの保護者からも責められたりということで、逆に非

常に内に籠ってしまうという御家族の方もいらっしゃいます。なかなかその方の

心を開くというのはとても難しいことだったのですが、周りの方が非常に温かく

見てくださって、たまたまその学級の保護者の方もすごく応援してくださって、

何とか医療ですとか、児童相談所ですとか、いろいろな機関につながることがで

きたという例もありました。 

 やはり社会の見る目は少し外れたというか、少し課題の多い子に対して非常に

厳しくて、もちろん暴力は絶対に許してはいけないことですし、いじめも絶対に

許してはいけないことなのですが、どこに原因があるのかということをきちんと

突き詰めて、それこそ関係機関につないでいかないと、ただ「だめです」と言う

だけでは解決できないことが多いので、そういう体制という意味も込めて、例え

ば現状ですと学校に来るカウンセラーさんは非常に回数が少ないです。ですか

ら、今相談したいと思っても、相談できなかったり、あるいは区役所に行きまし

ょうと言うと、やはり人の目があって行けないという場合もあるので、そういう

意味合いも含めて、学校だけではなく、家庭も支えるということも含めて体制を

作っていくということがとても必要だと思います。 

 

 はい、どうぞ。 

 

 私も一例を挙げたいのですが、ある30歳代の青年がずっと苦しんできて、どう

しても言葉であったりとか、手が出て暴力を振るってしまうということがあっ

て、彼は結果的に成人になってから障害が認定されました。それでも学校も行っ

て大学も出ているのですが、就業になるとコミュニケーションが取れないので、

厳しい環境になります。でも、スポーツをすることで家の中での暴力などが減っ

ていきました。それをきちんと自分で自覚していて、先日実はある中学校の人権

講演で彼にお話しいただきました。 

 そのように一人ひとりが全て違っていて、暴力を振るってしまう要因を家庭で

しっかり対応できていても、その原因が分からなかったり、家庭においての環境

が100人いれば100通りあるということを、携わる教員であるとか、周りの大人が

本来は気付いて分かればいいけれども、あまりにも多様過ぎて分からない、要す

るに知識・理解がないというところがやはり対応できない原因の１つでもあると

思います。教員全員にそれを押し付けることは不可能です。研修などで知ること

はもちろん大事ですし、やろうとする努力、こちらが提供することも大事だと思

います。 

 ただ、学校現場だけだとか、家庭だけに押し付けるというのはだめです。です

から、先ほどおっしゃった中に、４ページですか、「互いに注意し合えるような

『いじめが起こりにくい風土』を醸成し」というところは、要するに気付く風土

も醸成していかなくてはいけませんし、私たちの知識・理解であるとか、社会全

体が決め付けないで多様な考えでしっかりとどうしたらいいのかということを一
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人ひとりが考えて、言うだけではなくて行動してもらうということが一番大切だ

と思います。 

 それにはやはり企業だったり、団体だったり、行政だけの力でもできないの

で、本当に社会全体がこういうものに目を向けてくれるようなアピールを、この

報告書をもってどうか力を貸してほしいという広報、アピールをしていくことが

１つの方法なのではないかと思います。 

 以上です。 

 

 ありがとうございます。 

 先ほどの数字は出ましたか。 

 

 簡単にお答えします。全国の暴力行為の発生件数は1000人率で表しているもの

があります。小学校が1000人当たり3.5件、中学校が1000人当たり9.2件です。そ

れに対して横浜ですが、今ざっと計算したところ、小学校で1000人当たり約16

件、中学校で1000人当たり約18件ということで、全国に比べると大幅に多いとい

う結果になります。 

 

 小学校で４倍、中学校で２倍発生率が高いということですね。 

 

 はい。 

 

 １枚目の「状況調査結果」というとよく分からなくなるのですが、これは見方

を変えると政策評価です。要は、我々が暴力行為を減らす、いじめの認知件数を

増やす、長期欠席を減らすということを１年間やった結果の数字で、学校現場に

ＰＤＣＡと言ったときのＣ、チェックしているわけです。そう考えた場合に、暴

力行為が増えたというのは、この１年間はバツということです。いじめの認知件

数が増えたということは、増やそうとしているわけですからマル。長期欠席がま

だ増えているというのはバツです。つまり、１年間やっている政策・施策の評価

としてきちんと受け止める必要があります。 

 私がとりわけ問題だと思ったのは、２の平成27年度の改善率99.7％は奇跡に近

い数字だと思います。ほとんど改善しているにもかかわらず、平成28年度は

96.8％、2.9ポイント下がっています。計算してみると、平成27年度は６件は解決

できなかったのだけれども、平成28年度は改善できない件数が120件、20倍増えて

いるわけです。 

 早期発見・早期解決と言っているわけですから、改善率を維持するとか、100は

理想で難しいかもしれませんが、そこにももっと目を向けていく必要がありま

す。たぶん今の委員の皆さんも、この改善率を上げるためにどうしたらいいのか

という工夫で、毎年こうでしたと報告するということは意味がありません。何を

やって、どのような数字になったかということです。 

 そういう意味で言いますと、来年のこの報告に向けて、何のアクションを起こ

して、もう一度事業を計画して、この数字を暴力行為に関しては減らすというこ

とを、全国平均の４倍とか２倍という数字ですから、圧倒的に何かをやらなけれ

ばいけないわけです。 

 都市部と地域部の差があるのかもしれないのですが、それにしても極めて大き

い数字ではないかと思います。そこはやはり本気で取り組もうとか、いじめの認

知は増やしてきて、これは効果が出てきているのだけれども、併せて今度は改善

率を高めるための何か工夫をしようとか、長期欠席は全体の42％が新規だという
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ことで、30数％の人は長期欠席でなくなってきているので、政策の効果は出てい

ると思うのですが、まずは新規の割合をどう減らしていくのかという、そういう

政策評価の視点として見てほしいのです。調べて結果を報告するだけではなく

て、それで次はどうするのかという、そういうことをやっていけば、もっと数字

がいい方向に向いていくのではないかと思います。 

 この調査自体がとても大変な作業だということはよく分かるので、調査に追わ

れてしまうのですけれども、調査のための調査にならないように、ぜひ私たちも

しなければいけないと思いました。 

 以上です。 

 

 ありがとうございます。 

 これだけの調査をしておりますので、きっちり調査結果が次の施策に生きるよ

うに、もう一度見直していきたいと思います。 

 それでは、ほかにいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、次の報告に移りたいと思います。「よこはま子どもピースメッセン

ジャー」の国際連合等への派遣について、所管課から報告いたします。 

 

 国際教育等担当部長の奥田でございます。よろしくお願い申し上げます。 

 今年度のピースメッセンジャーの４人が国連本部等を訪問してまいりましたの

で、報告させていただきます。 

 詳細につきましては、国際教育課長から御説明申し上げます。 

 

 国際教育課の甘粕です。よろしくお願いいたします。それでは、お手元の資料

に沿って説明させていただきます。 

 「よこはま子どもピースメッセンジャー」の派遣ですが、目的といたしまして

は、国際機関の訪問を通じて国際平和への貢献を体験的に学ぶということ、そし

て国連国際学校へ体験入学をして、子供たちが国際感覚を身に付けるということ

でございます。 

 派遣されるお子さんは、「よこはま子ども国際平和スピーチコンテスト」で市

長賞を受賞した小学生２名、中学生２名の計４名でございます。 

 ２番の派遣期間でございますが、10月15日日曜日から10月22日の日曜日という

ことで行ってまいりました。 

 今回の市長賞を取ったピースメッセンジャーは、３番にございますように、品

濃小学校、飯田北いちょう小学校、永田中学校、原中学校のそれぞれ６年生と３

年生でございました。 

 主な活動内容といたしましては、国連本部でいろいろな方々とお会いして、ピ

ースメッセージをお渡しするということでございました。ピースメッセージは、

「よこはま子ども国際平和スピーチコンテスト」の本選に残ったお子様、小学校

18名、中学校18名の皆さんで一緒に作ったものでございます。 

 今回お会いさせていただきましたのは、国連の広報担当事務次長で、こちらの

方には林文子市長からのメッセージも進呈させていただいております。それか

ら、国連国際学校の関係者として、学校の理事の方、それから事務総長の特別代

表の方にお会いしております。そして、日本の方ということで、国連軍縮担当上

級代表の中満泉さん、国連総会の議長室参事官の中野さんにもお会いしました。

そのほか、国連本部では、日本語でのツアーになりますが、本部の見学もさせて

いただいております。 

 そして、②の国連児童基金（ユニセフ）本部にも伺いまして、昨年度横浜市内
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の小中学校で集めた募金を進呈させていただいております。 

 また、国連の日本政府代表部のほうで大使にもお会いさせていただいておりま

す。 

 ２つ目の主な活動としての国連国際学校への体験入学は１日半という日程で実

施させていただきました。あちらではパートナーを付けていただいて、一緒に校

内を行動していただいております。 

 おめくりいただきまして、２ページ目と３ページ目につきましては、訪問させ

ていただいた方々からいただいたメッセージを載せておりますので、後で御確認

いただければと思います。 

 最後に、４ページ目になりますが、６で子供たちのニューヨークに行ってきた

感想を載せております。 

 １つ目は、このお子さんは「国際機関で困難な地域での援助活動をしたい」と

元々考えていて、お会いする方に「どうやったらここで働けますか」とか、「ど

ういった勉強が必要ですか」ということを実際にお聞きすることができたので、

「この体験を基にぜひ夢を実現したいです」という感想です。 

 ２つ目は、「ニューヨーク訪問で、これまで経験したことがないことを経験で

きて世界観が激変しました。平和を作るためにいろいろな国の人が国連に集まっ

ているということ、そして、今回の訪問を通して、自分が幸せだと思えることの

大切さですとか、平和とは何かを考えることの大切さに気付くことができまし

た」ということです。 

 ３つ目は、このお子さんはまだ小学生なので、「将来の夢はないのですが、皆

さんとお話をして、自分の好きなこと、うれしいと思うことを仕事にしたいと思

った」ということと、英語で話す機会が多かったので、もっと自分が実際に話せ

ればいろいろなことが聞けたのにということで、「英語をもっとできるようにな

りたい」という感想をいただいております。 

 最後ですが、自分のスピーチでは、身近な平和ということを題材にしてお話し

したお子さんですが、「今回ニューヨークで世界の平和ということを考える方と

お話をすることで、自分たちがやっている身近な平和と世界の平和ということが

つながることで本当の平和を実現できるのだろうと強く思った」ということで、

皆さんがいろいろ学んで帰ってきてよかったかなと思っております。 

 帰国後のこれからの取組ですが、まず11月27日に第２回目の子ども実行委員会

ということで、先ほどの36名が会うところで今回の報告をさせていただきます。 

 12月９日には、実行委員の希望者で、ユニセフハウスの訪問、そして12月16日

の文化交流会ではピースメッセンジャーとして報告をします。そして、次の日に

はハンド・イン・ハンドという街頭募金活動を実行委員の希望者で行います。 

 ピースメッセンジャーのお子さんたちにつきましては、来年度もお仕事をして

いただくということで、スピーチコンテストでの司会、子ども実行委員会での司

会を担当していただく予定になっております。 

 説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

 

 説明が終了いたしました。御質問・御意見がありましたらお願いいたします。 

 はい、どうぞ。 

 

 大変お疲れさまでした。これだけの方にアポを取って未成年を連れていくのは

とても大変なことで、しかもコメントまでいただいて帰ってくるというのは大変

な労力だったと思います。すばらしい取組で、労力もお金もかかるのですが、外

部機関をうまく使ったりしながら、もっと多くの子が行けるような仕組み、そん
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な展開もこれは生かしながらぜひ拡大していただければと思います。以上です。 

 

 どうぞ、長島委員。 

 

 今年度よこはま子ども国際平和スピーチコンテストを拝見させていただいて、

たぶんこれを見て来年は自分がなりたいと思ってコンテストに応募して、最終審

査まで来た子だと思います。残念ながら選ばれなくて、悔しくて大泣きしている

お子さんがいらっしゃいました。本当に「行かれないんだ」という思いだったの

だなと改めて感じました。「夢を実現するためにどうしたらいいですか」という

質問をしたお子さんがいるように、このピースメッセンジャーになるために努力

をしている子供たちもたくさん横浜の小中学生にいるということも、やはり勉強

したいとか、学びたいという１つの機会だと思いますから、これもぜひ積極的に

広報していただいて、学校の現場でもそういうつなぎをしていただけたらと思い

ますので、事務局のほうであっせんしていただければと思います。 

 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 

 勉強やスポーツだけではなく、こういったスピーチにおいてもいろいろな人と

競争で勝つという体験をさせるということは非常にいいことだと思っておりま

す。しかし、女の子ばかりですよね。少しアファーマティブ・アクションをやっ

てもいいのではないかと思うのですが、大事なことは、せっかくこれだけの人に

会ってきて、行かせてもらったのだから、お礼奉公はたくさんやってもらいた

い。帰国後の取組が幾つか書いてありますが、ぜひ入賞者が行ったスピーチを各

学校を訪問して朝礼のときにやってもらうとか、また国連で見聞きしたことを話

してもらうとか、そのようなお礼奉公制度をもう少し充実させてください。横浜

中がこのコンテストに出たいと思うようなムード作りをしたら、国際都市横浜と

してふさわしいのではないかと思った次第です。 

 

 ありがとうございます。 

 ほかにはいかがでしょうか。はい、どうぞ。 

 

 同じような意見なのですが、行って終わりではなく、帰国後の取組ということ

で７番にあるのですけれども、やはり実行委員会段階においても、例えば次年度

だけではなく、途切れた時期はあるものの、先輩たちもたくさんいらっしゃるわ

けですよね。ですから、学校の関係があったり、もしかしたらお仕事をしている

人がいたりして難しいかもしれないのですが、例えば審査員の中に入っていただ

くとか、そういう次の年だけ何かをするというのではなくて、継続的に何かこの

方たちの体験を生かせるような取組を考えていかないと、もったいない気がしま

す。ですから、もう少し何か帰国後の取組という内容を充実させていただければ

と思います。 

 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 それでは、今幾つか今後の展開として考えてほしいということをいただきまし

たので、また来年以降、次の事業計画の中にどう反映していくのか、検討してい

きましょう。 

 それでは、次の報告に移らせていただきます。横浜市立学校「教職員の働き方

改革フォーラム」の開催について、所管課から報告いたします。 
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 教育政策推進課の島谷です。よろしくお願いいたします。 

 先週10月30日に開催いたしました、横浜市立学校「教職員の働き方改革フォー

ラム」について、報告いたします。 

 今回のフォーラムは、富士ゼロックス株式会社の全面的な御協力を得まして、

資料の写真に出ておりますが、みなとみらいにある富士ゼロックスＲ＆Ｄスクエ

アで開催させていただきました。当日は長島委員にも御参加いただきました。あ

りがとうございます。 

 今回のフォーラムの開催目的は、こういったいつもとは異なる空間の力も借り

ながら、民間企業の視点も入れて、学校での働き方改革について考え、意識を広

げる機会とすること、また本フォーラムで得た知見等を、来年２月の策定を目指

し、現在作業を進めております「横浜市立学校教職員の働き方改革プラン」の作

成に生かしていくこと、この２点でございます。 

 次に、開催概要にもありますとおり、当日の参加者は教職員90名で、こちらは

先着順で募集をかけました。職種は校長や副校長の管理職から、教諭、事務職員

まで幅広く、全学校種から参加がございました。 

 また、当日のプログラムの内容は、冒頭の事務局の挨拶の後、文部科学省から

国の動向、特に中央教育審議会働き方改革特別部会を今やっておりますので、そ

ちらの審議状況ですとか、来年度の国の予算要求の内容などについて説明を受け

ました。 

 そして、富士ゼロックスから富士ゼロックスにおける働き方改革の状況などに

ついて説明をいただきました。 

 その後、基調講演ということで、学校マネジメントコンサルタント、中央教育

審議会の働き方改革部会の委員でもあります妹尾昌俊さんより「本気で進める学

校の働き方改革～なぜ必要か、何から行うか～」というテーマで御講演をいただ

きました。 

 内容としましては、教員の勤務実態について、グラフなど客観的なデータを用

いながら、とても分かりやすく御説明いただきました。また、学校の具体の取組

なども御紹介がありました。参加者からは、もっと聞きたかったと大変好評でし

た。特に妹尾さんの御講演のお話の中で、学校に来て時計が１周回ると過労死ラ

インになるという話ですとか、長時間労働は、つまり能力開発・自己研鑽の機会

を奪っているというような話、それからやめる勇気を持つ大切さという言葉は非

常に参加者の印象に残っていたというようなアンケート結果がございました。 

 そして、後半は富士ゼロックスpresentsワークショップということで、富士ゼ

ロックスに全面的に運営をお任せしまして、ワークショップを開催しました。９

チームに分かれて、個人として、組織としてのありたい姿、そしてそのために何

からやるのかということをチームごとに話し合っていただきまして、それぞれの

結果を、こちらは富士ゼロックスならではですが、タブレット上の電子付箋にそ

れぞれ記入して、全体モニターに飛ばしまして、各グループの協議結果を共有す

るというような形を取りました。 

 モデレートを富士ゼロックスにやっていただいたわけですが、時間厳守で効率

的かつ確実に結果を出す見事なファシリテーションからも、非常に学ぶことが多

かったというような感想も見受けられました。 

 また、当日のアンケート結果を（３）で幾つか掲載しておりますので、かいつ

まんで御紹介いたします。 

 まず、校長からですが、「働き方改革はあるべき学校の姿を職員と共有するこ

とが全てのスタートだと思いました」、また「企業から学ぶことの大切さも実感

した」ということ、おめくりいただきまして、裏面の副校長は、「教職員の心と
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体の健康を維持することが何より子どもたちにとっても良い影響になることを今

日のフォーラムで改めて感じた」、そして「自分の学校でも教職員一人ひとりが

その意義を理解して働き方改革を推進できるよう、プロジェクトチームを立ち上

げて、本気で改革を進めようと思います」、事務職員の方は、「事務職員だから

こそできることをこれからも探して見つけていきたい」、「今日のフォーラムで

得たことを少しずつ職場で共有して、実践していこうと思います」という話、最

後の教員は、「学校現場が変わるチャンスを強く感じた」ということ、「『選択

と集中』の大切さを改めて感じました」、最後ですけれども「『がんばればなん

とかなる』のではなく、意識改革は必要であり、『時間外勤務を短くすることや

業務改善を行うこと＝情熱が足りない』ということではないため、まずは時間を

決めて帰ることを意識して、職員室内でもその意識を広めていきたい」というよ

うなアンケート結果がございました。 

 そのほか、アンケートの中で「もっと多くの職員に同じ話を聞いていただきた

い」ということですとか、フォーラムの継続開催を望むような声もたくさんいた

だきました。今後、市内の教職員に向けて、近日中に当日の様子を収めた動画配

信を予定しております。 

 また、今回のように民間企業等と協働したフォーラムの継続的な開催ですと

か、働き方改革に向けたその他の取組についても積極的に検討していきたいと考

えております。 

 当日の報告は以上です。よろしくお願いいたします。 

 

 報告が終了いたしました。御質問・御意見がありましたらお願いいたします。

はい、どうぞ。 

 

 私もこのフォーラムに参加させていただきました。今の報告にあったように、

まず管理職や事務職員がミックスしたチームで話し合いにつけたということは本

当にすばらしいことだと思いました。どうしても管理職の方はマネジメント力が

あるのか、ついつい口を出してしまって、若い事務職員の方まできちんと意見が

言えているかなと心配する場面もあったのですが、感想の中にもあるように、き

ちんと発信できたようで、安心しました。 

 また、こういう企業の開かれた環境の中で、ここに参加された方がリフレッシ

ュした気分で参加できたということは、それを持ち帰ってリフレッシュさせなが

ら教員をうまくマネジメントしていくということにつながってくれるといいなと

感じましたし、後半部分の企業のコーディネーターの方がとても上手で、かけ合

いであるとか、御案内の仕方とか、どうしても狭い世界にある学校職員がそうい

うものも学んでくれたのではないかと思いました。 

 もう一点良かったのは、やはり学校だけではできない保護者の理解ということ

で、保護者の方にも見ていただいたということは、事務局の運営が今回はとても

うまくいっていたのではないかと思いました。 

 褒めることばかりだったのですが、１点、やはり人数が多過ぎたので、１グル

ープの人数をもう少し少なくしたほうが、先ほど言った発言の力というものにつ

ながるでしょうから、ぜひその辺のことも今後開催するのであれば、工夫してい

ただきたいと思います。 

 本当によかったと思います。私も勉強になりました。ありがとうございまし

た。 
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遠藤教育政策

推進課長 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 

 妹尾さんの講演を動画配信するということは非常にいい考えだと思います。ぜ

ひ配信した後、現場で同様のワークショップを開催するように誘導し、議論をす

るよう背中を押してください。現場の中で今回のワークショップと同じような気

付きが出てくると思います。そこで働き方改革が現場発信で行われるようになる

ということで、とてもいい企画だったと思います。 

 

 ありがとうございます。 

 ほかにはいかがでしょうか。はい、どうぞ。 

 

 仕事が重なって行けなかったのですが、雑誌で妹尾さんの記事を読んだとき

に、今まで教育会はバッシングばかりで、何かある度に学校が責められることが

多かったのに、今や働き方改革ということで、そちらのほうに世間の目が向いて

いるので、とてもいい機会であるにもかかわらず、先生方のほうから「でも、部

活動ってすごく意味があるのにな」とか、「すごく子供は育つのにな」という声

が出ていて、やはり先生たち自身が意識を変えなければだめなのではないかとい

うようなお話が書いてありました。 

 私もアンケートを見ると、「もっと働いているでしょう」と実は思うこともあ

って、家に持ち帰っている仕事などが入っていない場合もあるので、現実はもっ

とアンケート調査の結果よりも厳しいと思うことがあるのですが、教員自身が辞

める勇気を持つということもすごく必要ですし、学校において校長先生の裁量

で、例えば会議を精選して減らして、時間を生み出すようにしているとか、いろ

いろな工夫があるのですけれども、やはり夏休みの閉庁期間のように、委員会と

して大英断をしてばっさりやっていくというようなことがないと、本当に教職員

はワーカホリックで、子供たちのためにいいとなると何でもやってしまいます。

今回も外国語が入れば不安に思いながらもやってしまうというようなところがあ

るので、やはりこのフォーラムを開いたことはとても意味のあることだと思うの

ですが、委員会としてどうしていくのかという案を、横浜市はこのようにします

という案を示していくことがとても必要ではないかと思います。 

 以上です。 

 

 それでは、働き方改革プランを作っていきますので、今の御意見をしっかり踏

まえて、計画していきたいと思います。よろしいでしょうか。 

 それでは、次に議事日程に従いまして、審議案件に移ります。 

 まず、会議の非公開について、お諮りします。教委第55号議案「横浜市学校規

模適正化等検討委員会委員の任命について」は、人事案件のため、非公開として

よろしいでしょうか。 

 

＜了 承＞ 

 

 それでは、教委第55号議案は、非公開といたします。 

 議事日程に従い、教委第54号議案「『横浜教育ビジョン2030（仮称）』素案

（案）について」、所管課から説明いたします。 

 

 教育政策推進課長の遠藤です。よろしくお願いいたします。 

 それでは、「横浜教育ビジョン2030」素案（案）について取りまとめましたの
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で、説明させていただきます。 

 お手元に配付しております素案（案）を御覧ください。まず、本編に入る前

に、策定の趣旨等について説明のページを設けました。表紙をおめくりいただき

まして、資料の２ページを御覧ください。 

 教育委員会では、平成18年に10年を展望し、横浜の教育が目指す姿を描いた

「横浜教育ビジョン」を策定いたしました。その中で、子供を育成する際に大切

にする視点として示した「知」「徳」「体」「公」「開」は、各学校の学校教育

目標にも明記されるなど、教職員に広く浸透し、子供たちの成長に寄与してまい

りました。 

 「横浜教育ビジョン」策定から10年が経過したことを受け、2030年ごろの社会

の在り方を見据えるとともに、新学習指導要領の考え方を踏まえ、「横浜教育ビ

ジョン」を礎とした新たなビジョン、「横浜教育ビジョン2030」を策定すること

といたしました。 

 検討に当たりましては、学校現場や市長部局の職員から幅広く意見を聞き、外

部有識者からも助言をいただき、この素案（案）を取りまとめております。ビジ

ョンでは小、中、高等学校段階の学校教育を中心に、横浜の教育が目指す人づく

り、横浜の教育が育む力、横浜の教育の方向性を示します。 

 次に、「『横浜教育ビジョン2030』の推進」でございますが、ビジョンを具現

化する施策や取組は、今後の「横浜市教育振興基本計画」で示していきます。 

 次に、資料５ページの「『横浜教育ビジョン2030』において重視する点」で

す。 

 まず、１点目は、今後予想される人口減少社会の到来や人工知能の発達等によ

り、社会や生活が大きく変わっていく中でも、その変化を前向きに受け止め、人

間ならではの感性を働かせ、より良い社会と幸福な人生の創り手となっていける

ようにすること、そして、子供一人ひとりが地域や社会の将来などを自分の課題

として捉え、持続可能な社会の実現に向けて、多様な人々と協働し、実践してい

けること、さらに、より良い学校教育を通じてより良い社会を作るという、今年

３月に告示された新学習指導要領の考え方を踏まえ、「横浜の教育が目指す人づ

くり」を、「自ら学び 社会とつながり ともに未来を創る人」とし、その育成

を目指して、子供に身に付けてほしい力を明確化し、「横浜教育ビジョン」が示

した５つの視点、「知」「徳」「体」「公」「開」で表してまいります。 

 ２点目は、オール横浜で教育を推進することです。子供の成長において大切な

役割を担う家庭と学校がこのビジョンの下、相互の理解と信頼を深め、力を合わ

せながら、子供を育みます。 

 さらに、横浜の全ての子供が、健やかに成長し、豊かに生きるとともに、社会

と連携・協働しながら未来の創り手として生き生きと活躍できるよう、ビジョン

を子供の成長に関わる人と共有し、連携・協働しながら子供を育みます。 

 ビジョンの策定の趣旨は以上でございます。 

 続きまして、６ページ、７ページを御覧ください。この２ページがビジョンの

本編ということになります。 

 まず、「１ 横浜の教育が目指す人づくり」を御覧ください。「横浜の教育が

目指す人づくり」として、「自ら学び 社会とつながり ともに未来を創る人」

と掲げました。これは大きく変化する社会を見据え、主体的に考え、意欲的に学

び続けること、多様な人々や社会と積極的につながり、より良い社会や新たな価

値を創造する人を育むことを目指します。 

 次に、「横浜の教育が育む力」を御覧ください。この「自ら学び 社会とつな

がり ともに未来を創る人」の育成を目指し、子供に身に付けてほしい力を５つ
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の視点、「知」「徳」「体」「公」「開」で表し、「知」では「生きて はたら

く知」としまして、「基礎・基本を身に付け、自ら問題を発見し、よりよく解決

する力」などを、「徳」では「豊かな心」としまして、「自分を大切にし、しな

やかに生きる力」などを、「体」では「健やかな体」として、「自ら健康を保持

増進しようとする態度」などを、「公」では「公共心と社会参画」としまして、

「自分の役割や働くことの意義を理解し、行動する力」などを、「開」では「未

来を開く志」として、「自分を見つめ、多様性を尊重し、共生する力」などをバ

ランスよく育んでいきます。 

 次に、７ページの「３ 横浜の教育の方向性」を御覧ください。「多様性を尊

重し、つながりを大切にした教育を推進します」という大きな方向性の下、４つ

の方向性に沿って施策や取組を進めます。 

 まず１つ目は、主体的な学び、創造に向かう学び、支え合う風土、学びと育ち

の連続性を大切にし、子供の可能性を広げます。 

 ２つ目は、子供が安心して学べ、地域資源を生かし、教職員が生き生きと働

き、学び続ける魅力ある学校を作ります。 

 ３つ目は、子供の安全・安心を確保し、地域とともにより良く子供を育むとと

もに、市民の豊かな学びにつながるよう、豊かな教育環境を整えます。 

 最後に４つ目ですが、家庭教育の支援、多様な主体との連携・協働、切れ目の

ない支援を通して、オール横浜で子供を支えていきます。 

 以上がビジョンの本編でございます。 

 １枚おめくりいただきまして、８ページを御覧ください。８ページ以降は本編

の解説になります。必要に応じて御覧いただければと思いますので、この場での

説明は割愛させていただきます。 

 説明は以上でございますが、本日のこの場での協議を踏まえまして、11月17日

金曜日に開催されます総合教育会議にてこのビジョンの素案（案）につきまし

て、市長と協議をしていただきます。 

 また、本年市会第４回定例会常任委員会におきまして、この素案の説明をさせ

ていただき、市民の皆様に広く御意見をいただくために、12月15日から翌年１月

15日の期間でパブリックコメントを実施してまいります。市会の先生方や市民の

皆様の御意見を踏まえ、原案として取りまとめまして、平成30年の市会第１回定

例会で原案の説明をする予定です。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

 所管課からの説明が終了いたしました。御質問・御意見がございましたらお願

いいたします。はい、どうぞ。 

 

 質問と、希望というか提案なのですが、よろしいでしょうか。まず、14ページ

で完結するというのは決まっているのでしょうか。と言いますのは、これをどの

ように使っていくか、これを手にした方、例えば学校職員がぱっと見て「そうだ

ったな」と改めて横浜の教育の中で職員として持つものであったり、学校で常に

目にするものだったり、または一般市民の方々が「横浜の教育ってこうなんだよ

ね」と思って見るために作られるのかなと感じているのですが、１ページを開い

たときに、文字が並んでいます。大切なことが並んでいるのですが、もう一枚開

くと、６〜７ページに割と目に入ってきやすいものが飛び込んできます。 

 記憶に残してほしいのであれば、やはり視覚的効果というのはとても大事だと

思います。ユニバーサルデザインと言われている中で、何か視覚的効果を狙った

方向、作り方というのも考えてみていただけるといいのではないかと思います。
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せっかく努力して頑張って作ったものが、１ページ目の文章で「難しいことなら

いいや」と横に置かれるのではなく、目に飛び込んできて、「よし、これを読み

解こう」と思うものがいいのであれば、それでページを増やせるのかということ

で、表紙に何か入れるとか、そういうことで視覚的効果を私としてはぜひ狙いた

いと思います。 

 

 御質問と御意見をありがとうございました。 

 このビジョンは必ず14ページで完結、終わらせなければいけないという決まり

はございません。御意見をいただきましたとおり、今後このビジョンにつきまし

ては、本当に幅広く多くの方と内容の共有をしていきたいと考えております。今

回は表紙を開いていただいて、すぐ「ビジョンの策定にあたって」というページ

をこの場所に設けましたのは、そもそもビジョンについて全く御存じない方が一

体これは何なのかというようなことをまず説明した上で、この内容なのかなと思

いまして、今はこういったページになっております。 

 ただ、今後やはりこのビジョンについて、まず内容を見ていただかなくてはい

けないということもあるかと思いますので、ページの順番等につきましては、引

き続き検討させていただきたいと思っております。 

 

 見開きをコピーして渡すときに、そういうページ作りが大事だと思います。で

すから、そういうところも考慮していただければいいのではないかという感想と

いいますか、思いといいますか、希望です。 

 

 今ページの体裁の話が先に出てしまいましたが、ビジョンそのものの内容を見

ていただきたいと思っておりまして、これまでの教育ビジョンの「知」「徳」

「体」「公」「開」という表現を引き継いで、新しい「横浜教育ビジョン」も

「知」「徳」「体」「公」「開」で表して、教育が育む力を分かりやすく明示し

て、そして多様性を尊重して、４つの方向性を表すと。そこまでをビジョンとし

てしっかりとみんなで認識し、その後の振興計画につなげていこうというものな

ので、まず６ページ、７ページのこういう表現でビジョンを示していく、あるい

はこれからの2030年に向かう社会の変化や人工知能のありようなどを考えたとき

に、子供たちにつけてもらいたい力、あるいは横浜を切り開いていく力をつける

ときに、こういう方向性で教育振興基本計画を作っていっていいのかどうかとい

うことも御議論いただきたいと思います。その点の御意見はいかがでしょうか。

はい、どうぞ。 

 

 大変ここまで煮詰まってきていいところなのですが、連絡会などを欠席したこ

とがあるので、改めて気付いた点です。５ページの「複雑で変化の激しい時代」

の１行目、「グローバル化や情報化が一層進展する」の「情報化」というのは少

し言葉として古いかなと思います。例えば「第四次産業革命」とか、2030年に向

けたメッセージなので、これはダボス会議で言われ始めている言葉ですが、その

ような今風の言葉に改めてはどうかと思いました。 

 それと、11ページの一番下は「幼児期から高等学校段階へ」となっていて、こ

れは市立高校を意識してのことだと思うのですが、「高等教育」にしてもいいの

ではないかと思います。つまり、市立大学との連携の含みとか、市立大学に限ら

なくてもいいのですが、高大接続の時代が来ていますので、高校までではなく

て、高等教育、大学、専門学校、短期大学などまで射程に入れてもいいかもしれ

ないと思いました。以上です。 
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 今のところの確認をさせていただきますと、一応「横浜教育ビジョン2030」は

幼児期から18歳までの成長段階を見越して、これから教育振興基本計画を作って

いくときのビジョンと考えていたのですが、間野委員の御指摘は、今の大学進学

率からもう少し先を見て、大学ぐらいまでの成長過程を位置付けたほうがいいの

ではないかという御意見でしょうか。 

 

 はい。かねてから市立大学と接続がうまくできていないことが課題だと思って

いるので、市立大学は教育委員会所掌の範疇を超えているのですが、横浜市であ

ることは間違いありませんし、実際には大学進学率を考えたら、高等教育段階ま

で、実際に市ができることに関しては市立大学とか、あるいは進学した人に今や

れているのは奨学金ぐらいしかないのですけれども、射程としてはそこまで入れ

てもいいのではないかと思います。 

 

 皆さんの御意見も伺ってと思いますが、今幼児期というのは幼保小連携という

ことを意識して、幼稚園や保育園ということなのですが、高等学校は別に市立だ

けではなく、県立も含めて高等学校進学率が98〜99％になっておりますので、高

校段階へということも意識して、学びの連続性を考えていきましょうということ

で提案させていただきましたけれども、もう少し先の高等教育ということで、大

学まで見越して成長過程を捉えたらどうかという間野委員からの提案です。ここ

はどうでしょうか。 

 

 今間野委員がおっしゃった市立大学ということにこだわらず、横浜市内には20

何校かの大学がありますし、そことの連携も横浜市政全体としてはやっています

から、そういう広い意味での高大連携ということも視野に入れながら、何か整理

ができればいいのではないかと私も感じました。 

 それから、少し違うことで申し訳ないのですが、先ほど一目でビジョン案を理

解してもらう意味でも、どこかに特記してほしいと思ったのは、今のビジョンと

ここが違うというところを、「知」「徳」「体」「公」「開」の作りは同じです

けれども、社会背景を捉えて、ここは新たに色を強くしたとか、それが端的に見

えるものがあったほうが、多くの理解をいただくのには得策ではないかという感

じがしました。 

 以上です。 

 

 ６ページの「知」「徳」「体」「公」「開」の「公」の３行目、「夢や目標を

持ち、よりよい社会」なのですが、国際社会、あるいは世界ぐらいにグローバル

に広げてみるのはどうかなと思いました。６ページ目の「公」の一番下が「夢や

目標を持ち、よりよい社会」ではなくて、「国際社会」とするか、あるいは「世

界を創造する」ということです。つまり、「社会」というのは横浜とか、自分の

住んでいる地域という狭い意味ではなくて、もっとグローバルにというようなこ

とです。 

 

 「公」の３つ目ですね。 

 

 はい。この場で恐縮なのですが、１つのアイデアとして御検討いただければと

思います。 

 

 今の間野委員の御意見に対しまして、よろしいでしょうか。 
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 「公」の丸の３つ目、「よりよい社会」を「国際社会」とか、もっと大きなも

ので捉えたらどうだろうかという御意見をいただきました。素案（案）の６ペー

ジの「公」の下に「開」がございまして、こちらで特に丸の２つ目では「グロー

バルな視野を持ち、持続可能な社会の実現に向けて行動する」といったようなこ

とも記載しております。今おっしゃった御意見の形にしますと、少し「国際的

な」というようなところがかぶってしまうのではないかと思っております。 

 

 撤回します。含まれているということがよくわかりました。 

 

 はい、どうぞ。 

 

 「横浜教育ビジョン」があり、「横浜市教育振興基本計画」があり、「教育大

綱」がありということを考えると、やはり「教育ビジョン」はシンプルで、皆さ

んに理解が深まるものがいいと思います。そうしますと、６ページにあるよう

に、今までの「教育ビジョン」ですと、「『市民力・創造力』を兼ね備えた『市

民』に向けて育つ“横浜の子ども”とは」という疑問形だったのですが、「自ら

学び 社会とつながり ともに未来を創る人」と明確に打ち出している点、それ

から、「知」「徳」「体」「公」「開」も、例えば「知」について、「学ぶ楽し

さと創り出す喜びを通じて自らの可能性と人生を切り拓きます」というのが以前

の「教育ビジョン」だったのですけれども、「生きて はたらく知」と非常に簡

潔に示している点、そういう意味では、この表記の仕方はとても分かりやすくて

いいと思います。 

 とても難しいと思うのですが、先ほどからいろいろとお話が出ているように、

やはりシンプルなほうが浸透すると思います。そう考えると、いろいろなものを

ビジョンの中にも盛り込みたいというのはとてもよく分かります。多分、少なけ

れば逆に「少ないんじゃないの？」という意見がまた出てきて、これが足りな

い、あれが足りないという議論になるのかもしれないのですが、すごく盛り込ん

であるなという気がします。 

 ５ページはとても分かりやすくていいと思うのですが、14ページも使わず、も

う少しシンプルにできたほうが、横浜のビジョンはこれというように、せっかく

「知」「徳」「体」「公」「開」というのが浸透していて、横浜の教員になろう

という学生さんにも浸透していますよね。ですから、そういう分かりやすいビジ

ョンを示すという意味では、もう少しシンプルでもいいのではないかと思いま

す。 

 

 ありがとうございます。なるべくシンプルにできるように工夫します。 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 

 ５ページの「複雑で変化の激しい時代における人づくり」というところの５行

目に「変化を前向きに受け止め、正解が一つではない課題にも主体的に向き合っ

て関わり合い」と書いてあるのですが、僕の案は「正解が一つではない、または

解がない」としたいと思います。 

 新学習指導要領は非常によくできていると思います。コンセプトは非常によく

できております。それをどうやって実行するかということが文部科学省から丸投

げになっているような感じがして、これは大変だと僕は思っています。これは解

がありません。解がないところを横浜として取り組んでいこうという決意を表明

する意味でもいいのではないかと思っております。 
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 それから、これは政府の訳がいけないのですが、「持続可能な開発のため」と

か、「持続可能な開発サミット」とか、こういう言葉を言われても分かる人は国

民の１％もいないと思います。英語でＳＤＧｓと書くか、フルスペルで書いたほ

うがいいかと思います。 

 書いてあることはみんな立派なことで、つまり、しかるべき人たちがものを作

るとこういった立派なビジョンができるものだと思います。内容についてどうで

すかと言われると、立派だなと言います。 

 でも、何が大事かというと、これを作っていくプロセスです。学校現場の人が

意見を言い、外部の識者からの意見を聞き、パブリックヒアリングもやって、議

会でも議論すると、そういう作るプロセスが考えを浸透させるためにとても大事

です。 

 ただ、もう一つ大事なのは、それを浸透させていく、現場でテキストとして使

う、議論のテキストとして使ったり、また何か困ったときに振り返るためのもの

にすることです。最終版は、短ければ短いほうがいいと思います。書類の下にう

ずもれるようにしないものを作る工夫が必要なのではないか。 

この２つの目標、すなわち作るプロセスを充実させるということと、最終的に

活用して、実質的な議論を盛り上げるテキストにするという２つの狙いを成就し

たいですね。 

 以上です。 

 

 ほかにはいかがでしょうか。よろしいですか。 

 幾つか御提案もいただき、もう一度内部で修正もかけていきたいと思います。

基本的にはこの内容で原案のとおり御承認いただいて、17日の総合会議で市長と

の議論の場に出していきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 

＜了 承＞ 

 

 それでは、総合会議で市長と議論をした後市会に提出し、また議論をしていき

たいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 以上で公開案件の審議が終了いたしました。 

 事務局から、報告があればお願いいします。 

 

 事務局から、御報告申し上げます。 

 次回の教育委員会臨時会は、11月17日金曜日の午後２時から開催する予定でご

ざいます。 

 また、次回の教育委員会定例会は、12月１日金曜日の午前10時から開催する予

定でございます。 

 以上でございます。 

 

 それでは、次回の教育委員会臨時会は11月17日金曜日の午後２時から開会する

予定です。 

 また、次回の教育委員会定例会は12月１日金曜日の午前10時から開会する予定

です。別途、通知いたしますので御確認をお願いします。 

 次に、非公開案件の審議に移ります。傍聴の方は御退席をお願いいたします。

また、関係部長以外の方も退席してください。 
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岡田教育長 

 

＜傍聴人及び関係者以外退出＞ 

 

＜非公開案件審議＞ 

 

教委第55号議案「横浜市学校規模適正化等検討委員会委員の任命について」 

（原案のとおり承認） 

 

本日の案件は以上です。これで、本日の教育委員会定例会を閉会といたしま

す。 

 

［閉会時刻：午後0時20分］ 

 




